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２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ない者であること。なお、未成年者、被保佐
人又は被補助人であって、契約締結のために
必要な同意を得ている者は、同条中、特別な
理由がある場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ない者であること。
 単体の場合 令和元・２（平成31・32）
年度財務省近畿地区競争参加資格審査にお
いて、業種区分が建築一式工事で決定等級
Ａの認定を受けている者であること。
 特定建設工事共同企業体を構成する場合
令和元・２（平成31・32）年度財務省近
畿地区競争参加資格審査において、業種区
分が建築一式工事で決定等級Ａの認定を受
けている者の２者で構成された特定建設工
事共同企業体であること。

 会社更生法（平成14年法律第154号）に基
づき更生手続開始の申立をしていない者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基づ
き再生手続開始の申立をしていない者である
こと。なお、会社更生法に基づき更生手続開
始の申立をした者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立をした者にあっては、手続
開始の決定がなされた後において、競争参加
資格の再認定を受けている者であること。
 当局の契約担当官等と締結した契約に関
し、契約に違反し、又は同担当官等が実施し
た入札の落札者となりながら、正当な理由な
くして契約を拒み、ないしは入札等当局の業
務に関し不正又は不誠実な行為をし、契約の
相手方として不適当であると認められる者で
ないこと。
 各省各庁から指名停止等を受けていない者
（支出負担行為担当官が特に認める者を含
む。）であること。
 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であり、適正な契約の履
行が確保される者であること。
 上記２に示した工事に係る設計業務等の受
託者又は当該受託者と資本若しくは人事面に
おいて関連がある者でないこと。
 次に掲げる施工実績を有すること。
 地上高45ｍ以上の建築物・工作物（高層
ビル、塔、煙突等で構造は問わない）につ
いて、解体工事（公共工事、民間工事の別
を問わない。）を１件以上請負っているこ
と。

 の工事は、平成３年４月１日から令和
２年３月31日までに竣工した工事であるこ
と。
 の工事は、爆破解体工法で行っていな
いこと。
 の工事は、元請工事（共同企業体の構
成企業として受注した実績を含む）である
こと。

 発注工事に対応する建設業法の許可業種に
係る、直接的、かつ、恒常的な雇用関係のあ
る監理技術者又は国家資格を有する主任技術
者（以下、「監理技術者等」という。）を工事現
場に専任で配置することができる者であるこ
と。
 監理技術者等について
次に掲げる工事経験を有する者であること。
 地上高30ｍ以上の建築物・工作物（高層
ビル、塔、煙突等で構造は問わない）の解
体工事（公共工事、民間工事の別を問わな
い。）において、監理技術者又は主任技術者
の実績があること。
 の工事は、平成３年４月１日から令和
２年３月31日までに竣工した工事であるこ
と。
 の工事は、爆破解体工法で行っていな
いこと。

 監理技術者等を、現地作業を行う際に現地
に常駐させることができる者であること。
 下記４の現場説明会に参加すること。
 特定建設工事共同企業体を構成する場合に
おいては、次に掲げる事項を満たしているこ
と。
 構成員のすべてが次の要件をすべて満た
すこと。
ア 解体工事（規模は問わない）を元請け
として施工した実績があること。
イ 建築一式工事での建設業法上の許可を
有してから、営業年数が３年以上あるこ
と。ただし、相当の施工実績を有し、確
実かつ円滑な共同施工が確保できると当
局が認めた場合は、この限りでない。
ウ 解体工事の施工に係る監理技術者又は
国家資格を有する主任技術者を、工事現
場に専任配置できる体制であること（契
約後の技術者配置は分担施工でない限
り、構成員のどちらかの者で可）。

 構成員の最低出資比率は、30％以上であ
ること。

 構成員のうち、の施工実績で比較した
際に、より高い建築物・工作物の施工実績
を有する者が代表者であること。代表者の
出資比率は構成員中最大であるものとす
る。
 構成員のうちいずれかの者が、～の
競争参加資格要件を満たしていること。
 構成員のいずれもが単独での入札参加申
込みを行っていないこと。
 契約締結後に構成員の脱退等があった場
合でも、残る構成員が～の競争参加資
格要件を満たすこと。

３ 入札手続等
 担当部局 〒5408550 大阪府大阪市中央
区大手前４丁目１番76号大阪合同庁舎第４号
館 近畿財務局管財部管財総括第三課契約班
北村 英一 電話0669496385

 入札説明書の交付期間、場所及び方法 令
和２年10月５日から令和２年11月25日までの
土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時00
分から16時30分まで。
に掲げる場所において交付する。

 申請書及び資料の提出期間、場所及び方法
令和２年10月５日から令和２年11月25日ま
での土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日、９
時00分から16時30分まで。
電子調達システムにより提出すること。た
だし、発注者の承諾を得て紙入札方式による
場合は、の場所へ持参又は郵送すること。
 入札書の提出期間、場所及び方法 令和３
年２月９日から令和３年２月15日までの土曜
日、日曜日及び祝日を除く毎日、９時00分か
ら16時30分まで。
電子調達システムにより提出すること。た
だし、発注者の承諾を得て紙入札方式による
場合は、の場所へ持参又は郵送すること。
 開札の日時及び場所 令和３年２月16日13
時30分 大阪合同庁舎第４号館８階 近畿財
務局大会議室

４ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 免除。
 契約保証金 納付。ただし、利付国債の
提供又は金融機関若しくは保証事業会社の
保証をもって、契約保証金の納付に代える
ことができる。また、公共工事履行保証証

券による保証を付し、又は履行保証保険契
約の締結を行った場合は、契約保証金の納
付を免除する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
なお、入札書提出の際に入札金額の内訳を
記載した「工事費内訳書」の提出が必要とな
るが、当該工事費内訳書の提出が無い場合及
び内容に不備があった場合には、原則として
当該入札書を提出した者の入札は無効とす
る。
 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低の価格をもって有効な入
札を行った者を落札者とする。
ただし、落札者となるべき者の入札価格に
よっては、その者により当該契約内容に適合
した履行がなされないおそれがあると認めら
れるとき、又はその者と契約を締結すること
が公正な取引の秩序を乱すおそれがあって著
しく不適当であると認められるときは、予定
価格の制限の範囲内の価格をもって入札を
行った他の者のうち、最低の価格をもって入
札を行った者を落札者とすることがある。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 現場説明会を行う。
 関連情報を入手するための照会窓口 上記
３に同じ。
 競争参加資格の認定を受けていない者の参
加 上記２に掲げる競争参加資格の認定を
受けていない者も上記３により申請書及び
資料を提出することができるが、競争に参加
するためには、当該資格の認定を受け、かつ、
競争参加資格の確認を受けなければならな
い。
 その他 詳細は入札説明書による。
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